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平 成 17 年 度  第 2 回 規 制 改 革・ 民間 開放 推進 会議  議 事 録  

（ ※ 本 議 事録 は、 議事 概要 を兼 ねる もの であ る。 ）  

 

１ ． 日 時 :平 成 17 年 5 月 25 日 （ 水 ） 16:00～17:47 

２ ． 場 所 :永 田 町 合 同庁 舎１ 階第 １共 用会 議室  

３ ． 出 席 者  

（委員）宮内義彦議長、鈴木良男議長代理、草刈隆郎総括主査、八代尚宏総括主査、志太

勤、白石真澄、南場智子、原早苗、本田桂子、矢崎裕彦、安居祥策各委員、安念潤司、

福井秀夫各専門委員 

（事務局）林内閣審議官、田中規制改革・民間開放推進室長、河市場化テスト推進室長、

井上参事官、櫻井参事官、檜木参事官、岩佐企画官、長瀬企画官、原企画官、丸山企画

官 

４ ． 議 事 次第  

（ １）会議の重点検討事項について 

（ ２）その他  

５ ． 議 事 概要  

 

○宮内議長  それでは定刻でございますので、ただいまから本年度第２回目の「規制改革

・民間開放推進会議」を始めさせていただきます。本日は、11 名の委員に御出席いただく

予定でございます。定数には達しております。 

  企画委員会の専門委員といたしまして任命されました安念専門委員と福井専門委員は、

本会議におきましても全体的な立場から御意見をいただきたいということで、昨年度に引

き続き本会議に御出席いただきたいと思います。よろしくお願い申し上げます。 

  関連いたしまして、お手元に資料１「規制改革・民間開放推進会議専門委員名簿」をお

配りしております。これは昨年度に引き続き、今年度も専門委員をお願いする方々を中心

に、まず先行して任命手続を進めていただいた方々でございます。会議といたしましては、

これらの方々の御協力も最大限にいただきまして、一層の規制改革・民間開放を推進して

まいりたいと考えております。 

  なお、今後も必要に応じまして、専門委員の追加と言いますか、新たに任命する必要が

あろうかと思います。それにつきましては、速やかに行われますよう、委員を始め各方面

等の御理解と御協力をお願い申し上げたいと思っております。現在までの専門委員が、お

手元の名簿のとおりということでございます。 

  それでは、早速でございますが、本日の審議に入らせていただきたいと思います。前回、

重点検討事項の候補につきまして、その時点での各ワーキンググループのお考えを主査の

皆様方から御説明をいただいて意見交換をいたしました。各ワーキンググループにおきま

しては、いかなる視点の下にどの項目に重点を置くのかなどにつきまして、その後さらに
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御検討を進められていると思いますので、本日はその状況を御報告いただきたいと思いま

す。  御報告は、重点検討事項候補及び各課題の現状、見直しの方向性、これを資料に基

づきまして、いつものとおり、各項目ごとに５分程度で、前回会議以降の検討状況を中心

にお願いいたします。 

  その際、重点検討事項候補の中でも、特に重点と言いますか、最重点と言いますか、最

重点検討事項候補と考えられる事項につきましても、できる限り言及していただければと

存じます。 

  今回も、前回同様、主査が御欠席の部分につきましては、事務局よりお願い申し上げた

いと思います。一通り御報告をいただきました後に意見交換を行いたいと思います。 

  なお、資料のうち重点検討事項候補につきましては、現時点での会議としての検討事項

をまとめたということでございますので、これにつきましては会議が終わりまして公表さ

せていただきたいと思います。 

  ただ、各課題の現状、見直しの方向性につきましては、今後の進め方、戦略にも関わる

部分がございますので、しばらくの間非公表とさせていただかざるを得ないと思いますの

で、御了解をいただきたいと思います。 

  それでは、まず資料２「重点検討事項候補」の「Ｉ．横断的な制度整備等」の「１  市

場化テストの推進」につきまして、八代主査からお願いいたしまして、順番といたしまし

ては、鈴木主査、原主査、白石主査、神田主査の部分を長瀬企画官、安居主査、鈴木主査、

草刈主査、南場主査、黒川主査の部分を長瀬企画官という順番で９項目ございます。各５

分程度ということでお願い申し上げたいと思います。 

  それでは、八代主査からお願い申し上げます。 

○八代総括主査  「市場化テスト」につきましては、既に４回ワーキンググループを開き

まして、速やかな決定ということを目指しております。その趣旨は、今、資料２にござい

ますように、民間提案等に基づき、包括的な規制改革の実現を図る法的枠組みを、平成 17

年度中に関連法案も含めて国会に提出するというようなことでございます。 

  より詳細な内容が、お手元の「別添」という資料で、「『市場化テスト法（仮称）』の

制定について」というのがございますので、これを見ていただきたいと思います。 

  「市場化テスト」の本格的導入につきましては、何と言っても法律が要るわけですけれ

ども、モデル事業でさまざまな貴重な経験をしているわけですので、それをフォローしつ

つ「通則部分」、これは「市場化テスト」とは何かということと、落札者の決定とか、契

約締結までの１つのプロセスを書いたものでありまして、それと同時に何を対象とするか

というときの「個別事業に係る特例部分」という２つが車の両輪となっているわけであり

ます。これは、言わば構造改革特区法におきまして、特区とは何かという規定と、それか

ら特区をつくるためにどういう法律の特例措置をつくるかという２つの部分から成ってい

るのと基本的には同じ方式です。 

  「通則部分」につきましては、下に書いてありますように「法律の基本コンセプト」と
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か、特にそれを動かす「第三者機関のあり方」、それをどういう組織にしていくのか、ど

ういう権限を持つのかということ。「法律の基本コンセプト」の中では、官民競争入札と

それに加えて広く官業の民間開放を定める法律とするか、そういう対象範囲というものを

これから検討していきます。 

  それから、対象事業選定の基準とか手続で、これはモデル事業をやっておりますときに、

非常に大変なことがいろいろわかってきたわけでありまして、それを含めて官民競争入札

の具体的な手続を図る。 

  ２枚目にありますが、それに伴う公務員等の処遇の問題ということを詰めていくことで

ございます。 

  「個別事業に係る特例部分」につきましては、やはり官でなければ事業ができないとい

うことを決めている個別法があるわけですから、その特例措置をきちっと整備して、１本

の法律の形で民間開放を可能としていくことが、市場化テスト法の一番基本的な点である

わけでして、これは既に年末の答申等でも書いてあることでありますが、それをより深め

ていくことがポイントであります。 

  今後、個別事業を所管する府省との折衝を行い、具体的な対象事業を選定するというこ

とで、モデル事業に応募していただいた 119 の提案と、独立行政法人、それからあじさい

月間の中で提案される事業、この３本柱で具体的な個別事業を定めていきたいというふう

に考えております。 

  以上でございます。 

○宮内議長  それでは「２  官業の民営化等」「３  規制の見直し基準の策定等」という

ことで、これは鈴木主査と原主査にお願いいたします。 

○鈴木議長代理  それでは「２  官業の民営化等」ですが、これは先回御説明いたしまし

たが、ワーキンググループとしましては、内部でどういうふうに進めていくのかという議

論を深めておるところです。今後有識者その他からの意見を聴取し、関係省庁との打ち合

わせに入っていきたいと、大体そういうスケジュールで考えております。 

  内容につきましては、先回申し上げましたが、１つは官業そのもの、これは去年も 800 

からの母数から選んで、約八十項目について一次ヒアリングをやった、そして 36 項目につ

いて答申を出しておりますが、こういうものなどの中から新たに官業の民間開放、民間開

放というものは申すまでもなく、１に民営化、２にそれができない場合には、民間に対し

て包括的な委託をするというコンセプトですけれども、そういうことを官業についてやっ

ていくというのが第１です。 

  第２番目は、独立行政法人については、昨年は 32 法人が第一回の見直しの時期に来たわ

けですが、今年は 24 法人が見直し時期にまいっておりますので、この見直しの時期に当た

って、この独立行政法人が、いま言った民間開放に適するかどうかという点についての検

討をしていきたいと考えております。 

  更に、行政代行法人につきましても、この検討を加えていくことにしていきたいと。こ
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れは、今後の行政改革の方針というものの中で、平成 18 年度末までに所要の見直しを行う

予定となっておりますので、我々の方としても、民間開放の視点からこれを取り上げてい

きたいと思っております。 

  以上です。 

○宮内議長  原主査、何かございますか。 

○原委員  遅れてまいりまして、大変恐縮です。今日、午前中に「市場化テストワーキン

ググループ」に専門委員で入られる、翁さんからのヒアリングということで、いろいろお

話をお伺いいたしまして、大変興味深かったのですけれども、こちらの官業民営化の部分

については、今、３分類３分野ということがありましたけれども、特に独立行政法人につ

いては、中期目標のところで、今年度は非常に大きな節目だと思っておりまして、「市場

化テスト」のメンバーの方々と、行革の有識者懇談会と、総務省にも評価委員会というの

が、各省庁をまとめたところがありますので、こういったところと連携と役割分担等を十

分に行って、やはり成果を上げたいと考えておりますので、是非着地点を見出せるように

御協力のほどよろしくお願いしたいと思います。 

○宮内議長  それでは「１  少子化」、白石主査、お願いします。 

○白石委員  皆様御案内のとおり、間もなく発表されます 2004 年人口動態統計では、４年

連続して出生率が下がりまして、日本の少子化は一層の深刻さを呈しているようでござい

ます。 

  「少子化ワーキンググループ」のねらい、そこにお示ししました３つでございます。 

  １つ目は、少子化の基本的な要因と考えられます、女性の就業継続と子育てとの両立、

この困難な状況を取り除いていくということです。 

  ２点目は、男性も女性もともに仕事と家庭のバランスが取れるワークライフバランスが

実現できるようにする。 

  ３点目は、保育サービスの普遍化を目指して、利用者に対する直接補助方式を導入する

という３つでございます。 

  具体的な重点項目としましては、そこにお示ししました大項目３つ、そしてやや色彩が

異なりますけれども、小項目３つということでございます。 

  これまで少子化ワーキングでは、保育の民間事業者や育児保険の専門家、若者の就業に

詳しい有識者、更に派遣法や均等法に詳しい有識者、そして保育事情に詳しい有識者など

を都合５回、公式・非公式併せてヒアリングをしました。今後は、厚生労働省や経団連と

の意見交換も予定しておりまして、現時点で決まっておりますもの、消化したものを含め

て８回のヒアリングがございます。 

  まず、１つ目の重点項目としましては「男女にかかわらず子育てと両立可能な多様な働

き方を推進する労働環境の整備」でございます。現在の裁量労働制を見ましても、また派

遣法を見ましても、これは労働者が真に働きやすい環境ではございません。例えば、労働

者派遣法というのは、主に派遣事業者の規制を目的とした法律でございまして、派遣労働
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者の就業環境について十分配慮されていないとか、既に定められております男女の雇用機

会均等法におきましても、事業者が妊娠・出産を理由に不利益扱いをすると、これは解雇

のみについて禁止されておりますが、配置転換に関するルールは定められていない。こう

いう点に着目して、子育てと就業が両立可能な労働環境の整備をしてみたいと思います。

それが１点目でございます。 

  ２点目は「育児休業制度等の見直し」でございます。子育てと就業継続を図る観点から、

育児休業制度は非常に大切でございますけれども、これは先ごろの改正により１年が１年

半に延びました。この要件をもう少し緩和して、育児休業の取得単位の柔軟化、更に看護

休暇、取得日数の上限の緩和等に着目してまいりたいと思います。 

  ３点目が、利用者に対する直接補助方式の導入による、多様な保育サービスの選択支援

でございます。皆様御存じのとおり、現在では都市部を中心に待機児童数が非常に増えて

おりまして、子育ての制約のために働けないとする者の数、2002 年で 122 万人に達してお

りまして、これは政府が待機児童ゼロ作戦で想定しております 15 万人という児童数をはる

かに上回っております。働いている女性だけではなく、家庭の中で育児困難に直面してい

る女性も多いことから、現行の保育所を単に共働き世帯の支援とはとらえず、より普遍的

にとらえて保育サービスの拡充を行ってまいる必要がございます。 

  そのためには、民間事業者が参入をしやすい、よりよいサービスを提供していく民間事

業者が生き残っていくような競争環境をつくっていく必要があろうかと思います。 

  このために、現行では、委託費方式で行われている補助を直接補助方式へと転換してま

いり、利用者が対価に見合った多様な保育サービスを選択できるようにするということを

考えておりますが、この手だての一環として育児保険の検討なども併せて進めてまいりた

いと思います。 

  最後に書かせていただきました「『総合施設』のフォローアップ」は、今年度からモデ

ル事業として実施されます幼保一元化の総合施設について、きちんとそれが運用されてい

くのかどうかというフォローアップを行ってまいりたいと思いますし、利用者がよりよい

保育所を選択するためには、保育所の情報交換や第三者評価が欠かせないと思いますので、

こうしたことについても目配りをしてまいりたいと思います。 

  ３点目は「円滑な労働移動を可能とするための有料職業紹介における手数料規制の緩和」

などについても、着目してまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

  それでは「２  生活・ビジネスインフラの競争促進」、鈴木主査と長瀬企画官にお願い

いたします。 

○鈴木議長代理  先ほどの説明の中で、規制見直し基準について落としておりましたので

追加させていただきます。 

  見直し基準につきましては、現在３つの視点があります。第一は、通知・通達のたぐい、



 

 6 

いわゆる行政指導と言われている分野のものですけれども、こういうものについて行政手

続法が制定されて、もうかれこれ 10 年ほどになっていますが、なかなかそれが一般に使わ

れていない。この通達や指導というものは、一体国民はそれに従わないといけないという

拘束力があるものなのか、そうではなく行政手続法に定める、従うも従わないも当人の自

由なのか。ここら辺の問題が、直接的に作為・不作為を要求する場合においては明らかで

すけれども、例えば、解釈通達だとかガイドラインというたぐいになると、一体それがど

ういう性格を持っているのかが、よくわからないという点があるわけです。 

  しかし、とは言うけれども、その解釈通達も、一定の作為・不作為を、結果的にその実

現場面においては、国民に要求することになるわけですから、それに対して、それが行政

指導であるということを理由として、拘束力がないと主張することができるのか、できな

いのか、ここら辺ははっきりしていない。それは行政指導の定義とも関連してくると思う

わけですけれども、それを一度しっかり見直しをして、行政手続法が本来の目的を達する

ようなものにしていきたいというのが考え方で、最重点項目であると考えております。 

  第２点目は、規制のＲＩＡ（レギュラトリー・インパクト・アナリシス）、影響分析で

す。これについては、もう既に総務省を中心として各省でいろいろな検討が試行的に、行

われておるわけで、40 ぐらいのものについてやられているということですので、ここの話

をよく聞き、この試行的に始まっておるＲＩＡという手法を制度的なものにしていくとい

うことを１つの目標としております。 

  ３点目が、規制が制定されると、使われなくなっても、あるいは時代に対応しなくなっ

ても、規制として残っているというのが現状です。したがって、規制が制定されたときに

は、一定の期限が来たときには、これを見直す、あるいは規制に終期を付けるという問題

で、これも長らく議論されておる問題ですが、この問題に対して１つの決着を付けたいと

考えております。 

  以上が、規制の見直しに関する問題点の説明であります。 

  それから、生活・ビジネスインフラについて、上２つは神田主査が御担当ですので、事

務局の方で説明していただくとして、「通信と放送の融合に対応した競争環境等の整備」

という問題については、現在鋭意ヒアリングを行って、どのようなまとめ方をしていこう

かということを考えている最中です。 

  御案内のように、インターネットの普及、あるいはブロードバンド化の進展が、予想以

上に進行し、通信におけるインフラや、コンテンツなどの競争環境が予想以上に進展して

おりまして、現在においては放送と通信の垣根というのは、かつてのごとくではない。む

しろその２つは、同じような問題のところで処理できるようになっているというのは、御

案内のようなところです。 

  したがって、今までのように、これは放送だと言ってそれを放送法で規律し、これは通

信だといって電気通信事業法でやるというやり方でよろしいのかという問題が必然的に起

こってくるわけでして、ここのところをどのように仕切っていくのかということを考えて
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いきたいと思っております。 

  いろいろなアイデアはあるわけですけれども、究極的な方向として、通信と放送とを完

全融合させるというのは、例えば、インフラの問題に着眼して、それを共通化するという

ことが行われるならば、これは完全な意味で完成することになるわけですけれども、それ

に対してはいろいろな問題を含んでおりますので、その周辺の問題を含めて検討していき

たいと考えております。 

  これを考えるに当たりましては、当然放送の中心であるＮＨＫという公共放送の在り方

というものが、これを抜きにして考えることはできないわけでありまして、以前にＮＨＫ

のＢＳ放送につきましては、これがデジタル化したときには、従来の見ても見なくても支

払わなければいけない受信料方式から契約受信料方式にするということが議論され、その

方向で検討することが閣議決定されておりますけれども、これを衛星放送だけに限定する

のか、あるいは地上波放送にまで拡げるのかというのも、１つのテーマであろうかと思っ

ています。 

  更に、そう考えてまいりますと、ＮＨＫの公共放送の在り方とは、どうあるべきかとい

うことも、１つの視野に入ってこようかと思います。 

  そういう問題を含めつつ、最終的な目標としては、通信と放送というものが融合して、

そして放送業者という限られた、しかも電波という有限のものを独占して、数の限られて

いる世界と、それに比して多彩な人たちが入り乱れている通信業界における放送類似のも

の、そういうものがどういうふうに融合していくのが最もよいのか、その融合した結果と

して、それでは何でもありの世界になるのか、それともそれに対してある一定のルールと

いうものが必要なのか、あるいは著作権問題をどのように解決していくのか、いろいろ多

彩な問題を含んでおるわけですが、これは多少時間がかかるかもしれませんけれども、最

重点項目として取り上げて深掘りをしていくべく、現在鋭意勉強中というところです。 

  それから、次の問題は「危険物保安・環境関連規制の見直し」ですけれども、取り上げ

た視点としては、２つありまして、いわゆるコンビナート４法と言われておるものがあり

ます。これは法律が４つと、関係する省庁が３省、消防庁、経済産業省、それから厚生労

働省ということになるわけですけれども、これは臨調以来重複規制だということでいろい

ろな議論がされてきたわけですが、なかなかこの関係での関係者の利便性に合致したよう

な改革は、ほとんどらしいものが行われてこなかったというのが現状であるわけですので、

これに取り組んでみたいと思っております。 

  問題は、一本化するという議論もあるかと思いますけれども、当面の問題としては、大

気圧以上の機器は、ボイラーのような１０キロ以下の圧力機器と１０キロ以上の高圧機器

に分けてボイラーの方は厚生労働省の、高圧機器の方は経済産業省の所管となっておりま

す。検査内容はほとんど同じですが、どうして１０キロで仕切って、省も変えなければい

けないのか、これはいささか奇妙な感じがするわけです。ですけれども重要な問題は、高

圧機器は自主検査になっているが、圧力機器の方は行政機関による直接の検査となってい
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て、ここらあたりに問題の根源があるということがわかりましたので、この問題をまず解

決して、そして全体としての４法をどう持っていくのか、この問題にアプローチしていき

たいと思っております。 

  第２番目の環境関連ですけれども、環境を保全するためには、どういうことをやるべき

かという視点に立って、幾つかの具体的にやれる環境保全に対して有効な方策という問題、

あるいはそれを阻害している、規制というものの撤廃、これらの視点で問題をとらえてい

きたいと思います。 

  例えば、バイオマス発電が、環境保全に対してよいことは当然のことですけれども、そ

のバイオマスの原料となります、木材、チップのたぐいのものが、廃棄物というものにな

っておって、そのような規制の関係から使い勝手が悪いという問題があり、それが環境保

全の促進、つまりバイオマス発電などの促進を阻害しているということがあります。これ

は１例ですけれども、それに対してどういう手段を取っていったらよいのかと、こんなよ

うな視点でとらえていきたいと思います。これは１つに限らずにできるだけ幾つかそうい

う環境保全に資するような具体的な問題を、抽象的な議論はもうし尽くされておりますか

ら、具体的に何をしたら環境保全に役立つのか、それを妨げているものの中に規制という

ものがあるのか、この視点でなるべく多くのものを取り上げて取り組んでみたいと考えて

おります。 

  あと下の方に書いてあります事項としては、電力・ガスの自由化に向けた検討という問

題は、2001 年以来ずっとやってまいりまして、相当度の成果を上げ、今年から 50 キロワ

ット以上の需要家、ほとんどのスーパーなどが入りますが、そこでの自由化が行われるこ

とになっております。自由化されておりますけれども、しかし、小売の自由化がされて以

来、現実に取引が起こっているかというと、まだスタートして間もないということもあり

ますが、ほとんど進んでいないのが現状です。 

  その原因は何だ、そして目標とするものは何かと言ったら、全面自由化であるというこ

と、これは 2001 年にはっきりとその方針を打ち出しておりますが、その全面自由化に向け

て、どのようなステップを踏んで、そしていつ到達するのか、その青写真を、明確なもの

に描いていきたいというのが第１点です。 

  第２点は、車検制度でして、これは昨年度紆余曲折を経て、二輪車の初回車検の２年を

３年にするという、我々としては大変不満な結果で一応終わったわけですが、これでゲー

ムセットではないと私どもは考えておりますし、また多くの疑問点を国土交通省に投げか

けてあります。この疑問点に対する回答を、まず得ることからスタートして、次のステッ

プとして、目標である車検期間の延長に対しての検討を、これは閣議決定にもありますよ

うに、不断の見直しを行っていくという考え方で臨みたいと考えておるわけです。 

  以上です。 

○宮内議長  長瀬企画官、お願いします。 

○長瀬企画官  引き続き、生活・ビジネスインフラの神田主査分について御報告します。
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頭の２つの項目でございます。 

  まず「金融サービス（投資）法制の横断化に向けた整備」でございますが、これは従来

から申し上げましたとおり、金融商品・サービスが多様化する中で、資本市場全般を統一

的、かつ横断的にカバーする投資家保護法制が現存しないということで、適切な投資家保

護を図るために、こういった金融サービス法制の横断化に向けた検討が必要であるという

ことでございます。 

  とりあえず、金融庁においても、逐次、検討、結論を出していくというところまで昨年

度約束をさせていただきましたので、今年度はその内容について精査をしまして、しかる

べきタイミングで金融庁さんと議論をすべく、今、準備を進めているところでございます。

  ２番目の独禁法関係の話でございますが、１年間に大体公正取引委員会から 30 件程度の

法律違反の法的措置が取られておるんですが、そのほとんどが入札談合事件でございまし

て、他の類型の独占禁止法違反行為への対応が不十分であるということでございます。 

  したがいまして、体制の整備が十分であるのかという点と、それから独禁法に違反する

かどうかという判断基準が不明確ではないかという視点がございますので、それも併せて

検証をしてまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○宮内議長  ありがとうございます。 

  それでは「３  外国人労働（移入・在留）」、安居主査、お願いします。 

○安居委員  私どもで一番最初に書いております、高度人材の積極的な移入・在留促進、

それから片方で不法就労等への対応を強化すると。この両面から考えていかないといけな

いと思っておりますが、現段階で考えますと、どちらかと言うと入れる方、入るときは非

常にチェックするんだけれども、中に入ってしまうと実際は余りチェックされてないとい

う状況がございまして、かつ高度人材だけというのも、これまたこれから非常に問題が出

てくるということもありますので、これから２年ほどかけて全体的な体制を検討してみた

いと思っております。 

  ですから、これは各省に重なるものですから、いろいろ御支援の方も受けて、若干勉強

会的なことも含めて進めていきたいと思っております。ですから、基本的な考え方みたい

なものが年度内にできれば、一番いいなと思っているんですが、それが１つでございます。 

  片方で、個々の問題について、それはそれでやっていこうということで、ここに４つほ

ど書いております。一番最初の入国後におけるチェック体制の強化ということですが、こ

れは先ほど申し上げました、いわゆる入国後の状況チェックということができてないとい

うことに絡んでの、まず第一歩ということで、今はもう一つ所管がはっきりしてない、か

つ登録も申請ベースということになっておりまして、ここのところを各省と御相談して、

極端に言うとせめて背番号が付いて、どこにだれがいるというところまではつかめる状態

にならないかなということを考えております。 

  ２番目は、これは去年も実は話が出たんですけれども、外国の会社と日本の会社が契約
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をして、あるいは外国の会社と外国の会社が契約して、更にそれが日本に絡んで外国から

人が派遣されると、そうした場合の対応がどうかと、こういうことでございまして、これ

は日本の法律ではちょっと対応しにくい状況になっております。これもやはり来る以上き

ちっとしないといけないということで、この問題をディスカッションして固めていきたい

と思っております。 

  ３つ目は、査証審査についての問題なんですが、これも何回もやってきまして、私も実

はこの前バンコクで実際に領事館に行って見学してきたんですけれども、ものすごい数の

人がアプライしてきているという中で、実際の窓口をやっている人は必ずしもいろんなこ

とを全部わかってやっているわけではないという問題がございます。できるだけそういう

意味では、原則的な基準というものを何とかつくって公表できないかというディスカッシ

ョンをしております。ただ、これは各国別の問題がありまして、必ずしも外務省で一発で

決めるということにならないので、その辺をどこでどうするかというのがこの問題でござ

います。 

  ４つ目の永住許可要件でございますが、これは一応決着が着いて、今までのいろんな例

が出てくるわけでございますが、その例を公表して、それがだんだん集まってガイドライ

ン化するという形に一応決まりまして、今、進みつつありますが、これを更にフォローア

ップしていこうということでございます。 

  この３月までに決まりましたことで、下に書いております、実務研修中、つまり研修生

として来ているときの法的な保護ということについて、もう少し詰めていきたいと思いま

す。 

  それから、高度人材の移入について、今、３年とか１年という期間でございますが、こ

れをもう少し延ばしていけないかということを話ししていきたいと思っております。 

  これ以外につきましては、特区とかあの辺の受付のときに、こういう関係で出てきたも

のをピックアップして、それぞれディスカッションして決めていくという体制でやらせて

いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

  次は「１  医療分野」ということで、再び鈴木主査にお願いいたします。 

○鈴木議長代理  医療につきましては、第１番目は「保険者機能の強化」でありまして、

これは 2001 年の医療改革をやりましたときに、１つの目玉となったものです。それまでは

本来保険者が審査・支払いをすると法には書いてあるけれども、その法ができた昭和 23

年に直ちに支払基金ができて、審査・支払を全部支払基金でやることになったという経緯

から保険者が育っていないという問題もあります。このため、保険者が審査・支払をする

ということにしたわけですが、これも制度は開放したが、保険者が審査・支払をするケー

スはほとんど出てこないということです。これにはいろいろな原因がありまして、その原

因についての説明は省略いたしますが、これを何とか促進していかないといけないと考え
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ております。一番大きな原因は保険者が、医療機関、あるいは保険薬局と直接審査・支払

をしようとしても、医師の合意が必要になっているという点です。これは、つくったとき

からわかっていたことですが、それにはＩＴ化が進まないと技術的に難しいという問題が

ありまして、そのためにＩＴ化、特にオンライン化が前提になるということで、待たざる

を得ないという事情があるわけです。 

  しかし、いつまでも待っておるわけにはいかないから、医療機関との合意とは一体、ど

の程度の合意を意味するのか、保険者が希望しても医師がだめだと言ったら絶対にだめな

ものなのか、保険者が希望したときに医師はどういう事情があるときにだけだめと言える

のか、そこら辺をはっきりしていかないと一向に進みません。ですから、そういう点から

これにアプローチしていきたいと考えております。 

  特に昨年は、保険薬局との直接審査・支払という問題を取り上げましたが、厚生労働省

は医師の合意が必要と言う。しかし、それでもいいからやりたいというところがあるとい

う話なので、とりあえず去年は段階的にスタートする第一歩として医師の合意を認めて、

本年度それを本格的に議論して、医師の合意を必要としないようにする、あるいは必要と

した場合であっても、どのような条件を付けるのかということを正面から議論しようとい

うことになっております。そこで、この問題を解決して、保険者機能の強化が現実のもの

になるようにしたいと考えているのが第１点です。  第２点は、医療のＩＴ化の加速化で

ありまして、これについては昨年度かなり具体的な議論をしました。そして、ＩＴ化の数

値目標も閣議決定の中に盛り込まれております。そういう状況ですけれども、ＩＴ化につ

いては毎回言っておりますけれども、基本はオンラインでレセプトが支払基金、保険者、

あるいはそういう審査をする第三者、そういうところに行くシステムが完成しないとだめ

なのです。 

  それに対して、去年もいろいろやったわけですけれども、医療の世界で必要なことは何

かと言うと、具体的案に厚生労働省だけに作らせるだけではなくて、我々と厚生労働省と

の間で、具体的にこういうことをこういうふうにやって、いつまでにするのかということ

を決めないと一歩も進まないというのが、私の感想です。したがいまして、加速というよ

りも具体的にやることは何だということをはっきりさせていきたいと考えております。 

  第３番目の「医療材料・医薬品の内外価格差の是正」、これは東大の永井先生等の御希

望もありましたが、以前から問題になっており、例えばアメリカで 100 円するカテーテル

が日本では 1,000 円だという問題、まだ依然として解消されていない。そのために、外国

価格参照制度適用を求めたが、ファンクションをしていないようだという問題です。した

がいまして、この問題について今年度は少し腰を据えて取組みたいと思っております。 

  更に追加いたしますと、ジェネリックの問題は去年も取り上げましたが、先発薬の特許

が切れた後には後発薬が出てくる、その先発薬と後発薬の間には価額で大変な差がある。

保険財政の視点から、後発薬を使った方がよいが、その後発薬が使われないという現象が

起こっている。この問題は去年やりましたが、これも具体的にどうしたらよいかの視点で
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考えてみたいと思います。 

  下の方に書いてあります、中央社会保険医療協議会の在り方の見直しは、今やっておる

最中で、間もなく結論が出るのでしょうが、これのフォローアップ。 

  混合診療における新たな仕組みのフォローアップ。 

  医療提供体制の在り方、ＩＴ化の促進、診療報酬体系の見直し等々については、いずれ

もフォローアップをするとともに、必要によっては新たなる提案というものを行っていく

という考えでおります。 

  以上であります。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

  それでは「２  教育分野」につきまして、草刈主査、お願いいたします。 

○草刈総括主査  今年は、義務教育改革に関する動きが予想されますので、義務教育を中

心として取り組みたいと考えています。今、７月までとその後というふうに分けて考えて

おります。ここに５つございますけれども、そのうちの最初の３つをとりあえず集中的に

やっていこうということで、まず第１が「教員の多様化・質の向上」。これは現在の免許

の問題、採用の問題、この辺が非常に形式主義に流れていって具合が悪いということ。そ

れから、多様な人材を登用するようなスキームになっていないということで、この辺の教

員の採用制度の改革を検討したい。今、実際には１年間の試用期間が機能していないので、

しっかりした試用期間をつくって、本当の先生を選抜するという二重の仕組みにしようと

いうような先生の問題。これが第１です。 

  第２番目が「生徒・保護者による学校選択の自由の徹底」ということです。例として挙

げていますが、バウチャー制度というものを少し調べてみようということで、ある委員の

先生がシンクタンクに依頼した調査によると、実はそのバウチャーという言葉がいろんな

形で使われていて、非常に定義がはっきりしないが、ヨーロッパの先進的な国、ドイツ、

フランスはちょっと置いておいて、オランダ、フィンランド、イギリス等々の国が、いわ

ゆるバウチャーという考え方をベースにして、生徒数によって学校に予算を配分するとい

うやり方をしている。これは公立だけではなくて私立も、国によっては株式会社等にも全

くイコールフッティングで配分をしているという事実がはっきりしているので、日本もそ

ういう形に組替えろと。そういう形にして、いわゆる学校選択を自由にしていくと、全国

的にこれを推進していくと。品川など一部では学区制の緩和をやっていますけれども、そ

れを全国レベルで推進をしていくということで、いわゆる教育のレベルを高めていくとい

うこと。 

  ３番目に書いてありますが、それと裏腹ですが、そのためには多様な教育主体が参入を

可能にするような制度、今のように公立と、それから小学校の場合は 0.7 ％しか私立はあ

りません。そういうところをやっていくという、この３つを裏腹の関係にもありますので、

当面集中的にやっていこうということです。 

  ４番の「教育機関に関する情報開示・評価の徹底」。この辺も大事な問題であります。 
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 ５番の「地方自治体・教育委員会・学校の間の権限及び責任の在り方に関する検討」、今

のように地方の権限と責任が不明確で不十分であるという現状も大事な問題です。更には

６・３・３制の改革等いろいろありますが、この辺は全般の様子を見ながら、更に夏以降

にやっていこうという考え方です。 

  中教審に義務教育改革が諮問されていて、つい先日論点整理というものが出ております。

これはまだ中間報告の前の段階だそうですが、これを踏まえて 6 月初旬を目処に会議とし

ても文科省から説明を受けたいと思ってます。同時に中教審のメンバーとの意見交換もや

っていくつもりであります。もうヒアリングや、学校の見学は５、６回やっていますが、

そろそろ中教審の論点整理にも必要に応じて意見を表明しておこうと思っております。 

  バウチャーの問題ですけれども、さっき申し上げたように非常にいろんなコンセプトを

使っているので、それを整理する必要があるわけですが、一次調査というのは、さっき申

し上げたように大体終わったと。更にもうちょっと実態的なものをつかむ必要があるので、

二次調査というのをやろうかということで、費用と進め方について事務局に相談している

ところです。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

最後に「３  農業・土地住宅分野」、南場主査と長瀬企画官からお願いいたします。 

○南場委員  個別重点分野の３つ目の「農業・土地住宅分野」ですが、こちらは黒川先生

と私で共同主査を行っております。農業分野を私から御説明させていただきます。 

  まず、農業分野につきましては、２つの課題に絞り込まれていまして、１つがいわゆる

担い手と土地の問題です。もう一つは、農協の問題です。 

  １番目の担い手と土地の問題ですが、これは基本的には意欲と能力のある担い手に、農

地、それも優良な農地をまとまって移管させていくことにより、農業の生産性を上げてい

かなければいけないという問題ですが、耕作放棄地のような生産性の低い土地が株式会社、

あるいは担い手と言われる主体に渡ってもしようがないわけですし、あるいは細かい土地

がばらばらと担い手に渡ってもしようがないわけです。これらの課題に関しては、切り口、

攻めどころはたくさんあるわけですが、実態として成果を上げていくためには、農業委員

会の在り方ですとか、株式会社による農地の所有ですとか、あるいはゾーニング規制の部

分などの合わせ技で何とか進歩・改革が進むのではないかと思っておりますので、これは

我が国の一次産業の生産性に大きく関わる部分ですから、是非重点分野として取り上げて

いきたいと思っております。 

  一方、農協の問題ですが、これは最近農協絡みの不祥事もあり、新聞にも書かれ始めて

いますが、問題意識は農協が日本の農業の非効率性の原因になっているのではないか、か

つ農家による創意工夫の意欲を阻害しているのではないかというようなところにあります。

ここについては、まず農協の実態をしっかりと把握して、ファクトとして私たちも勉強し、

世の中にも知らせしめていくことが重要と考えます。その上で、農協の何を改善するのか、

あるいはどこを改革していくのかということを定めて、その根拠について検討し推し進め
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て参ります。競争促進策が切り口になるかも知れません。 

  先ほど申しましたように、農協の不祥事などがありまして、フォローの風が吹いている

ということと、中途半端にやっていると何も変わらないというところは確かですので、も

しやるんであればしっかりやりたいということで、是非最重点項目として取り上げていた

だきたいと思う次第です。 

  以上です。 

○宮内議長  長瀬企画官、お願いします。 

○長瀬企画官  黒川主査分について御説明します。土地の部分でございますが、重点事項

として１つ「用途地域内の建築物の用途制限の見直し」ということで、現在、住居地域と

か、商業地域とか、工業地域とか言う、いわゆる用途地域というものが 12 定められており

まして、その 12 の用途地域ごとに建築可能な建築物というのが網羅的に表になって法律で

決められております。例えば、ボーリング場とか、パチンコ屋とか、図書館とか、病院と

か、非常に外形的な基準によって建築してはいけない建物が決められているということで、

これがライフスタイルの多様化の中で実態に合わなくなってきているのではないかという

問題意識の下、この別表による○×の別表規制みたいなものを、性能規定化できないかと

いうような視点から用途規制方策の在り方について深く検討していくということで、これ

までの建築基準法の考え方を非常に抜本的に変える部分がございますので、重点事項とい

うふうに掲げさせていただいております。 

  以上でございます。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

  以上をもちまして、すべての分野の御報告をいただきました。これからただいまの御報

告に基づきまして、意見交換をさせていただきたいと思います。どうぞ御自由に御発言い

ただきたいと思います。 

  どうぞ。 

○八代総括主査  実は、この重点事項の検討と、ある程度関係があるのが、構造改革特区

における有識者会議というのを設けまして、これまでの積み残しの特区提案というのを今、

洗っている最中でございます。今日も会議があって、いよいよ絞り込みの段階に来ており

まして、10 ないし 20 ぐらいの項目を重点的にもう一度特区という形で各省と議論してや

っていくということで、個別にはなかなか興味深いものもございますので、またそれぞれ

担当のこちらの委員の方とも連絡を取って協力してやっていきたいと思っております。 

  ついでに教育のところで、義務教育に重点を置くというのは結構だと思うんですが、高

等教育でもいろいろまだ学校法人の問題とかあるわけで、是非フォローアップの方もお願

いしたいと思います。 

  特に、学校協力法人という新しい概念を文科省が持ち出してきて、株式会社等に対する

私学助成金は難しいけれども、学校法人に容易になりやすくする形である程度それをメイ

クアップするというような考え方を出しているわけでありまして、これをどの程度活用す
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るかというのが大きなポイントにもなっているかと思いますので、是非何らかの形で高等

教育の方も含めて、ある程度進みつつある規制改革の方もお願いしたいと思います。 

○草刈総括主査  おっしゃるとおり、去年、当会議の公設民営方式という提案が公私協力

学校法人という少しコンセプトの違うものになりました。この方式がどういう形で本当に

生きるのかという辺りは、十分ウォッチをしなければいけない。 

  それから、義務教育を中心に、教育というのはもう全部縦につながっているわけです。

今、義務教育をめぐる動きがありますので、ここで変なものを構成されるのも非常にまず

いということもあり、義務教育を中心にやっていこうということでございますが、必要に

応じて勿論高等教育についてもつながっているものについては、とりわけやっていきたい

と思います。 

○宮内議長  安居委員、どうぞ。 

○安居委員  やはり教育の問題で申し訳ないんですが、日系の２世、３世というのを、日

本国籍を持っているということで、相当入れておりまして、かつそれは日本人だというこ

とでノーチェックになっている。ところがその御家族の子どもさんたちが、どうもきちっ

と教育を受けてない可能性がある。 

  これは、教育全体のシステムの中で、きちっとしてない部分でございまして、頭の片隅

に置いていただいて御検討いただければと思います。言葉の問題がちょっと絡むのでやや

こしいんですが、ただ聞いている範囲で言うと、例えば、ブラジルの子どもさんが、日本

語も中途半端、ブラジル語も中途半端、ブラジルへ帰ってもちょっと困るという状況が大

分起こっているということでございまして、よろしくお願いいたします。 

○草刈総括主査 先ほどちょっと申し上げましたけれども、個人を対象にして予算配分を変

えていくというのは大原則ですが、一方、過疎地とか、特別に配慮をすべき部分は当然あ

るわけで、今のお話もその一環だと思うので、そこのところにきちっと目線を置いてやっ

ていかないとだめですねということは、委員の方々からもご指摘をいただいています。 

○安念専門委員  今、安居委員がおっしゃったのは、在留資格で言う定住者の問題でござ

いますか、それとも、日本国民である場合の話ですか、それとも、両方でございますか。 

○安居委員  ロングでは両方になると思うんですけれども、今、いわゆる外国籍の方が日

本に入るときというのは、一応何らかの網がかかっているわけですね。ところが、日本国

籍を持ってブラジルならブラジルにおる人というのは、二重国籍ですから簡単に日本へ入

って来れてフリーなんです。それで問題が起こっているという形です。 

○安念専門委員  ありがとうございます。 

○宮内議長  原委員、どうぞ。 

○原委員  私自身の批判なので、私から発言するのもちょっとおかしなことなんですが、

４ページに「２  生活・ビジネスインフラの競争促進」ということで、今日は神田先生が

御欠席ですけれども、「金融サービス（投資）法制」ということが書かれているのですが、

ここに書かれている新たな金融商品・サービスが登場してきて、利用者保護の観点からと
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いうふうに書かれているのですが、実はこれは半分というところで、もう半分では、公正

で透明な市場ルールの策定ということを考えておりまして、金融サービス・市場法という

形での提言というところに、今、徐々に移行してきているというところにあります。 

  そして（投資）というところも、証券概念を広げて投資概念をくくるということではな

くて、個別のところには机上配布で出ているものには、預金とか保険とかも含めてという

ふうに書かれているのですが、預金とか保険というと、金融庁の中だけなんですが、実は

商品先物取引ですとか、商品ファンドとか、経済産業省とか、農林水産省とかが管轄して

いるようなものもありまして、私としては横断的・包括的ということであるのであれば、

規制改革会議発でいろんな金融分野は規制緩和とか規制改革が進んできたというところも

ありますので、やはり規制改革会議発で政府全体としての横断的・包括的な資本市場の法

体系ということを目指すという形で、最終的には今年度は決着と言うか、到達点というも

のを見出していくべきであると考えております。 

  それから、独占禁止法なんですが、独占禁止法の改正というのは、今度、国会で成立い

たしましたけれども、今回橋梁談合というのがありまして、過去もう何十年にわたってこ

の業態に根深く存在していたことになるんですけれども、私自身としては今の時点で入札

談合のみならずという表現は少し違うと考えて、何か今こそ入札談合にメスを入れるべき

ではないかという感じがしておりますので、ちょっと私は世の中に出していくときの表現

ぶりとしては、社会全体としてはここできちんと入札というものが、本当に透明で、簡易

で公正な形の入札はどうあるべきかということの検討をするべきだというふうに考えてお

りますので、ここは現時点では実際には踏み込んだ形でメスを入れていくということでは

ないかと考えております。 

  いずれにしても、私の担当している分野なので、そういったことを考えておりますとい

うことを申し上げさせていただきたいと思います。 

  あと２点、医療分野についてなんですけれども、先ほど鈴木さんの方から、いろんな観

点を挙げられておりまして、去年は混合診療の問題で大変でしたけれども、医療消費者と

いう目から見ると、本当に一番ものが言いにくい部分が医療分野というところでありまし

て、先ほどジェネリックの医薬品の話ですとか、いろんな医療機器の 10 倍ぐらい内外価格

差があるというような話とか、実際に医療消費者が保険点数とか、そういったところへの

機能を働かせるというような辺りとか、情報開示とかという辺りは、非常に大事だと思っ

ておりますので、是非この辺りはまた集中してやっていただけたらと思っております。 

  それから、１点質問なんですが、安居さんのところなんですけれども、５ページ「３  

外国人労働（移入・在留）」のところの一番上の○なんですけれども、入国の管理体制を

強化していくということを検討するというふうになっているんですが、実は私自身は 20

年ぐらい前に、この辺りはボランティアでいろんな活動を展開しておりまして、こういっ

たビザの問題ですとか、入って来られた方が日本での生活、暮らしの手引をボランティア

で作成したりとか、いろんなことをやっておりまして、非常に関心が強い分野なんですけ
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れども、この入国後に入ってきた人を総背番号制的に管理をしていくというのは、諸外国

ではどうなんですが、もしも日本だけ特異なことであればあれですし、確かに、おっしゃ

られるようなことは、私自身も感じているんですけれども、では総背番号制的なことが、

世界全体で見たときにどういうふうなことになるのかという辺りは、ちょっと不安な部分

なのでお聞かせいただけたらと思います。 

  ちょっとたくさんになって申し訳ありません。 

○安居委員  一応それは勉強したんですが、先進国のほとんどはそれをやっています。特

にアメリカなんかはそうですけれども、指紋までとるということですから、それは相当や

っています。 

  今、ＥＵで、ＥＵ全体の中と国とが若干きちっとしてないところがありますが、基本的

には各国、国別に管理をやっていくんだということになっておりまして、そういう意味で

はそれぞれきちっとやっているというふうに御理解いただいていいと思います。○宮内議

長  どうぞ。 

○草刈総括主査  先ほどの原委員からの独立行政法人に関するコメントについて、少し違

うのではないかと思うところがありまして、それは総務省の評価委員会と連携というふう

におっしゃった部分。総務省だけではなくてその前の、いわゆる各省の評価委員会もある

わけです、二重になっているわけです。これは提携ではなくて、むしろ問題視すべきとこ

ろであって、そこでの採点が甘すぎないかと思われる事例が多いと認識していますので、

そういうところはシビアに見た方がいいなと。参与会議の方は、問題点を指摘すべきお目

付役ですけれども、あそこでさばき切れないんです。その前に本当は評価委員会でしっか

りやれればいいんだけれども、これは従来型の審議会方式の限界があるのではないかとい

うことを、一回検証してみましょう。 

○原委員  私も言葉足らずで大変恐縮でした。連携のところだけがすごく強調されたよう

に聞こえたかと思いますが、今朝、翁さんに 45 分ぐらいお話を聞く機会がありまして、翁

さんは行革の有識者の会議に入ってらっしゃって、そこでのやり方があるわけです。 

  私としては、この独法をスタートして、ちょうど中期目標のところにかかってきて、非

常に正念場というところになっていると思っていて、おっしゃられるように各省庁の評価

委員会があって、それから総務省がそれをまとめているところがあって、行革の有識者だ

って御報告があるということになります。 

  今日の午前中は、財務省の予算の分野等の話もありまして、効果的にやるためには、ど

こをどういうふうにしたらいいのかという戦略をまず考えて取り組んだ方がいいという趣

旨です。 

  どこでもみんな連携を取ってやりましょうという感じを強調しているつもりではないと

いうことになります。 

○宮内議長  どうぞ。 

○福井専門委員  ４点コメントですが、第１は、先ほど来話題にもなっていますが、独禁



 

 18 

法の問題です。私も原委員がおっしゃったように、入札談合のことは是非柱できちんと対

峙するべきだと思います。 

  もう一方の極で、公取が、非常に甘い、ないし甘いと言うより逆かもしれませんが、一

生懸命やる分野に不当廉売というのがあります。実はこの「市場化テスト」でも問題にな

っている１円入札と極めて近親性のある話題なので、まとめて問題提起します。例えば、

公取が不当廉売ということで問題視するのは、１円の牛乳をおとり的に使って消費者をだ

まくらかすようなスーパーマーケットとか、あるいはガソリンの小売とか、要するに、安

いことは悪いことだという、非常に違和感のある議論です。これを正当化することが多い

んですが、これに本当に安いことが悪いことなのか、消費者の利益を本当に損ねているの

か、どうなのか、という実証研究は絶無です。独禁法学者と関係者だけが言っている面白

い理屈なわけです。 

  基本的に消費者の利益を増大させるなら、情報がちゃんと提供されていれば、品質を一

定とした以上、安ければ安いほどいいということは、独禁法だろうが、「市場化テスト」

だろうが、不変の原理だと思うわけです。そうではない議論が、いわゆる判例通説として

も、独禁法かいわいでは、まだまかり通っているようですが、本当にそんなことを言う必

要があるのか。実は、牛乳等の同業他社の保護ではないかという本質的なところまで踏み

込んで独禁法について議論する余地があると思います。 

  同様に「市場化テスト」についても、品質を一定とするならば、１円だろうが持参金付

きだろうが、安ければ安いほどいいという当たり前の原理を貫徹すべきではないかと思い

ます。 

  第２点が、労働に関する問題です。これはどの分野の問題なのかよくわからないんです

けれども、教育の議論をしているときにも労働法制は、必ずパッケージで問題が出てきま

す。教育の異様な競争とか、あるいは１回限りで、言わば一発の入試でかなりの程度、そ

の後の生涯所得とかが決まってしまいかねない、言わば失敗をリカバリーする仕組みがな

いという現状の最大の問題点は、むしろ教育そのものというよりは、労働市場の流動性の

欠落です。労働市場の流動性の欠落の最大の隘路は解雇法制です。言わばやり直しを禁ず

るような制度を労働者保護として設けているがために、新規採用のときにできるだけ無難

な人材を採用する、言わば入試の選別能力だけ見て、大学の教育能力を見ないという採用

事情に現われている。そこをちゃんと改めない限り、教育の小・中・高・大学という中身

だけ幾ら議論しても根本の問題はなくならない。無駄な競争なり、あるいは本質的でない

教育内容の跳梁跋扈はなくならないわけです。そういう意味で、労働市場の流動化の問題

と教育の問題というのは、完全に表裏一体であり、これで見る限りどこに担当するのかわ

からないんですが、そこが本当はちゃんとテーマに出ていた方が、教育と労働の車の両輪

という形でうまく進むのではないかということを感じました。 

  端的に言えば、解雇法制をもうちょっと自由化しなければ、学歴至上社会とか、競争至

上社会の克服や、弱者にとってやり直しがきくやさしい社会の実現はあり得ないと思いま
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す。 

  ３点目は少子化に関する論点なんですけれども、どこかに観点が含まれているかと思う

んですが、つい先般八田達夫先生が日経の経済教室で、大変いい論文を書かれていました。

一種の逆選択の回避のために少子化対策として保育園の充実は非常に意味がある。ただし、

ばらまいてはだめで、投資をして逆選択を回避する上で、意味のある人にだけ重点的に保

育園の支援をしないと何の意味もないという議論をしておられましたが、非常に説得的だ

と思いました。少子化だから女性で子どもを産む人に、とにかくばらまけばいいというこ

とは、当会議ではないと信じておりますが、そこの視点がもう少しはっきり出てもいいの

ではないかと思います。 

  第４点ですが、これもどこなのかよくわからないんですが、司法制度改革推進本部が実

質的に消滅いたしまして、司法改革についてかつてこの規制会議の前身組織が果たしてい

た役割を代替する組織が今、世の中からなくなっております。現段階でやはりこの組織が

やらなければほかにやるところがないのではないかと思うわけです。 

  実際、現に新司法試験等ができて、法科大学院等も制度化の段階になっていますが、端

的に申し上げて法曹の参入制限を新たに制度化、固着化する役割を、現に新司法試験や法

科大学院制度が果たしつつあります。 

  そういうものが固着化しないように、できるだけ参入制限の撤廃に向けて機能するよう

にという意味での、規制改革としての司法改革のフォローという問題を、是非どこかで受

け皿としてやっていただければということです。 

  以上です。 

○宮内議長  本田委員、どうぞ。 

○本田委員  私も金融サービス・資本市場法制に関して 1 点コメントさせてください。 

○原委員  「・市場法」です。 

○本田委員  こちらは、何のためにやるかというところを全面的に打ち出す必要があると

思っております。日本の場合は個人金融資産が非常に預金に偏っていて、株式投資が少な

い。そのため、個人株主が非常に少ないという状態にあります。これは結果的に国民が個

人としてミドルリスク・ミドルリターン、ないしはハイリスク・ハイリターンの商品に投

資ができていないことにもなります。しかし、国として国民が豊かな老後を送ることをサ

ポートしていく観点から、国民がミドルリスク・ミドルリターン商品であるとか、ハイリ

スク・ハイリターン商品への投資ができる状態にしていくべきであると考えます。そこを

目指して、金融サービス・市場法を設定するということを、明確にすべきではないでしょ

うか。また、国民個人がそういった投資を行うようになると、資本市場に資金が流入し、

ひいては経済の活性化につながると思われます。規制改革会議では、こういった目的論を

少し展開していただくとよろしいのではないかと思っております。 

○宮内議長  どうぞ。 

○八代総括主査  今の金融の点はよろしいですか。 
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○本田委員  はい。御提案というだけです。 

○八代総括主査  ちょっと今、福井さんが言われた点で、４つのうち３つまでは賛成なん

ですが、１つ少子化対策のところで、ばらまきではいけないというのは基本的には賛成な

んです。他方、必要とする人に重点的に配分というのは、今の制度がむしろそうなんです

ね。つまりだれが必要かということを政府が決めて、その人に重点的に配分するというの

が本来の措置制度の考え方で、それをより普遍的な仕組みに変えていこうというのが我々

の考え方です。言わば介護保険と同じように子育てというのを特定の家族の負担にするん

ではなくて、広く社会的扶養の方式に変えていくという仕組みにしていって、それが１つ

はバウチャーという、同じ直接補助方式である。今、保育に欠ける子どもを公的に認定し

て、その人たちを認可保育園に入れる。それで、認可保育園に重点的に補助するという考

え方ではなくて、言わば普遍的な保育サービスを利用する者への補助に転換していくとい

うことです。 

  また、おっしゃったように、価格構造が非常に歪んでいるために問題が起こるというこ

とに対しては、例えば、保育コストに見合った適正な利用者負担の在り方を検討するとい

う形で、一種のモラルハザードが起こることを防ぐんだという考え方が一応入っているわ

けであります。 

  その意味で、決してここで言っているような利用者補助、特にその１つの手段である育

児保険というのは、ばらまきではないということについて、会議全体のコンセンサスを得

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○宮内議長  どうぞ。 

○安念専門委員  先ほど福井先生のおっしゃったこと、及び八代先生のおっしゃったこと、

誠にごもっともだと思います。特にその中で、前にも同じようなことを申し上げたことが

あるんですが、独禁法のエンフォースメント、ということは結局公取ということになるん

ですが、これについては当会議も妙に甘いのではないかと思っております。とういうのは、

公取も役所でして、彼らのやっていることも実は規制なんです。世の中に独禁法上デュー

ビアスだという行為は実は無数にありまして、それのどれを見つけて介入するかというの

は、もう極めて恣意的、裁量的な介入になるんです。ですから、彼らのやっていることも

極めて危険なんです。 

  アメリカの独禁法の議論は、大体エコノミックスの裏付けがありまして、要するに、独

禁法上悪とされるのは、結局消費者余剰が減る行為のことなんです。ところが、日本の場

合は、エコノミックスの裏付けがほとんどない議論をしますので、極めて直観的というか、

情緒的なんです。 

  結局のところ、日本の公取が摘発する行為は、卑怯な行為なんです。例えば、全電化で

電力会社が営業で攻めにかかると、卑怯だという。それから、周りの牛乳屋よりも安い牛

乳を、今、福井先生おっしゃったが、大きなスーパーで売るのは卑怯だという。なぜ悪い

のかは、理論的には何の説明もない。卑怯な行為を摘発する。これは大変危険だと思いま
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すので、当会議として甘い顔をすべきでないと考えております。 

○福井専門委員  今の特に談合に関連してですが、そういう意味で公取がある程度、例え

ば、談合にしても、不当廉売にしても、ルールを決めてやっていただきたいということと

併せて、特に談合に関しては、やはり発注官庁自体が一体となっておりますので、発注官

庁自体の、言わば官製談合促進体質にメスを入れないと効果がない。談合というのは外部

機関が一番見つけにくい犯罪です。当事者のだれかが密告しない限り、実際上ほとんど見

つからないとすれば、やはり公取の人やリソースにも限界があるわけですから、発注官庁

がそういうことを絶対許さないという前提でしか発注できないようにしていくような仕組

みを合わせて考える。これは独禁の問題というよりも発注の契約の仕方の問題でもあると

思いますが、これは今徹底的にやらないといけないのではないかという気がします。 

  もう一つ、少子化に関する八代先生の御指摘ですが、別におっしゃるとおりで、基本的

にはちゃんと受益と負担が見合っていればいいと思うんですけれども、何らかの意味で受

益と負担の間に乖離があり一種の補助性がある場合に、補助した人が、言わば戦力になら

ないままになってしまったときに、埋没してしまう部分があるとしたら、それは大変投資

効果が悪い。恐らく八田先生もそういうことを指摘されたのだと思うので、そこについて

は何らかの配慮があってもいいという気がいたしましたので、そういう意味での問題提起

です。 

○宮内議長  どうぞ。 

○鈴木議長代理  その不当廉売ですけれども、私も非常に疑問に思うし問題視しておるの

ですけれども。そもそも不当廉売の立法趣旨ですが、公取は安ければ安いほどいいという

のが本来の立場であるべきなのですね。競争したときに、安いとんでもないものが出ても、

競争というのはそういうものなのだから。そうすると、不当廉売をなぜ禁止するのかとい

ったら、不当廉売をした結果、競争者をなくして、寡占ないし独占状態をつくって、そし

て値段を高くつり上げるということしか論理的根拠はないわけですね。そうでなかったら、

独禁法に入るわけはない。 

  しかし、それは酒のときも議論になったけれども、お酒屋さんが自由になって安売をし、

近隣のものを全部つぶしてしまったとか、ガソリンスタンドでもそうですが、近隣の店を

つぶしてしまった、そしてに寡占状態になった、さあ喜んで値段を上げることができます

かということです。そうしたら、隣のそば屋さんがお酒屋さんの競争相手として参入して

くるだけでしょう。   

もしそういうことで不当廉売により独占価格を作れるような業種があるなら挙げてみ

てください。ないですよ。したがって、もう今や独禁法の中の不当廉売という規定は、自

然に固有の独占もかなり前に取ってしまったわけですから、撤廃すべきということを提言

してもよいのではないかと思います。   

不当廉売という規定が独禁法のなかにあると、タクシーなど運輸関係をやっていますと、

そこでの廉売行為の規制というものに影響してきます。独禁法の不当廉売というものは、
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どういう定義なのかということもあるけれども、それと同じだというと、国土交通省は独

禁法の不当廉売よりもう少し上のところの安いところで、業界の他社がつぶれないような

程度のものと言う。そうしたら廉売も、競争もないわけです。そういう理屈を言ってきま

す。 

  有害無益の典型みたいなものだから、なくしてしまったらよいという感じがします。少

なくとも自然に固有の独占はやめておる以上は、そのコンテクストの中で当然のことだと

思います。 

○南場委員  事業のスコープがあって、独占領域における利益で競争領域の事業に補填を

している場合というのは入るわけですか。取り締まりの対象になるわけですね。 

○福井専門委員  要するに、フェアーな競争でない、何らかの規制なりで守られた領域か

ら内部補助ができるような形になったら、それはまずいということが前提ではないでしょ

うか。 

  私もそういう意味では、鈴木代理のおっしゃることに全く賛成なんですが、１つ補足申

し上げると、つい最近でもまだかなり高名な独禁法学者などが、不当廉売というのは後で

自分が独占、寡占したいがための手段だから許すべきではないと言っていました。これが、

まだ独禁法学界などの通説らしいのです。 

  私も、そういうことは全く起こらないと思うんですが、そのときの基準としてもし我々

が持ち出すとしたら、不当廉売した結果、同業他社をつぶして、その後自分で参入障壁を

高く高くそびえて立たせることができて、よそから入れないようにするような人為的な権

力を持っている場合にのみ問題になる話でしょう。 

○鈴木議長代理  そういう環境がつくれる業界においてのみ考えられるけれども。 

○福井専門委員  そうです。だから、そういう環境や条件を設定できないところで、不当

廉売などという概念は成立のしようもないということが、やはり明確な基準ではないかと

思います。要するに、参入が自由に許されている前提の下での不当廉売などという、言わ

ば同業他社排除行為というのは、論理的にあり得ないと明確に言った方がいいと思いまし

た。 

○宮内議長  よろしゅうございましょうか。 

○原委員  １点だけ、独占禁止法と、公正取引委員会の在り方と、それから不当廉売につ

いては、消費者側としてもいろんな意見があると思っておりますので、軽々にここでとい

うことではなくて、議論の端緒ということにさせていただきたいと思います。 

○鈴木議長代理  廉売を消費者が困るという、まさかそういう意見はないでしょう。 

○原委員  ないです。それはないんですけれども、今、おっしゃられたように、あと引っ

張ってきて寡占状態になるというところがどうか。でも、それは福井さんがおっしゃられ

たように、参入規制との関係はどうかということになると思います。 

  あともう一つは、おとり的な感じのものです。この２つからの整理です。 

○鈴木議長代理  高名な独禁法学者とほぼ同じようなレベルの判断力を持っているという
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ことになるわけですね。 

○原委員  だから、福井さんがおっしゃられるように、参入規制と不当廉売とをどういう

ふうに整理していくのかという話の部分と、それからおとりとして引っ張ってくる部分と

いうのは、まだ今でもある分野を感じておりますので、そこの整理だろうと思います。 

○福井専門委員  ちょっと補足ですが、今、原委員からおとりの話があったので。さっき

私が例に出した牛乳の事件は、摘発側は実はおとりだという理屈です。なぜおとりかと言

うと、１円でパック牛乳をスーパーが売り出した結果、その１円につられて非常に愚かな

主婦などの消費者がそこに買い物に来て、ほかのわざと高く付けた値段の卵や肉を買いま

くるから、それは卑怯だという論理です。 

  これは、１円の牛乳だけ買いに来るような利口な消費者はいないという前提の、非常に

消費者を愚弄した前提での判断でありまして、それをおとりだと言うのであれば、値段を

明示しない抱き合わせ販売を強いるようなスーパーだけをやっつけていただきたいという

ことになるはずですので、実質的には全く問題ないと思います。 

○原委員  私は、それに反論です。今そんなに単純なおとりはないんです。それが非常に

難しいと思っています。 

○福井専門委員 やるべきことは、単純なおとりがないとすれば、そのおとりがなりたたな

いように価格と品質を明示させることが正しい政策であって、おとりだとか誤認の可能性

があるからといって、廉売自体をやめさせるということは、絶対してはいけないことだと

思います。 

○宮内議長  どうぞ。 

○林内閣審議官  私は、別に公取を守る立場にないんですが、ちょっと幾つか。 

  １つは、この不当廉売というのは、昔は公取は余りやってなかったんです。ガソリン価

格の下落と町の牛乳屋さんがなくなっていく中で、さまざまな圧力があってやらざるを得

なくなったと。 

  それから、福井先生が言われた廉売の性格論なんですが、恐らく反論が出てくるとすれ

ば、国際マーケットにおけるアンチダンピングを否定する人はだれもいないのに、なぜ国

内マーケットにおける不当廉売は否定されるんだと。あれは国内産業保護ではないですか

ら、やはり国際市場における競争環境。そういう意味で、廉売は絶対いいんだとは必ずし

もならないような気がします。 

  それから、３点目は、私はどちらかと言うと、公取の審査当局は、カルテルしか取り締

まって来なかったという意識で、先ほど南場さんが言われたように、ＩＴ業界のように、

非常に変化の激しい中で、例えば、優越的地位の乱用とか、あるいは不公正な取引との抱

き合わせとか、そういう問題については難しいからほとんどやってきてないし、理論的な

研究もされてないんです。 

  だから、カルテルをやるなとは言わないけれども、世界の変化に応じて公取の在り方も

もう少し変えていかないといけない。 
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○原委員  私一言、福井さんと論争になると絶対負けるという感じがするので、私の真意

なんですけれども、やはり事業者を規制しているとか、事業者を監督している省庁が多い

わけですね。そういう意味では、やはり市場のルールということをきちんと公正に図って

ほしいという、それが公正取引委員会の役目だろうと思っておりまして、そういう役目を

果たせるようになっていただきたいということが真意であります。 

○福井専門委員  同感です。 

○宮内議長  南場委員、どうぞ。 

○南場委員  私はささいな点が幾つか。今の独禁法の話ですが、農協の在り方についても、

独禁法がひとつの切り口となり得るかもしれないので、少し連携させていただければと思

っております。 

  それから、少子化のところで１点。雇用機会均等法の見直しと配置転換等に関して、配

慮義務が記載されていますが、私はたまたま女性の社長であるということもあって、子ど

もを産む社員に対して全面的なサポートをしたいと思ってはいるものの、配置転換につい

てはやらざるを得ない場合もあります。同時に全面的にサポートしたいと思っている経営

者の立場から、しようと思ってもなかなかできないことが多い。例えば、ビルに託児所を

作ってはいけないと言われてしまったり、やってあげたいことでできないことが多々あり

ます。是非この少子化の問題に関しては、経営側の立場、特にこの少子化問題を真剣にと

らまえている経営者にも意見を聞いていただければと思っております。 

○宮内議長  それでは、時間をちょっと経過しましたのでとりまとめさせていただきたい

と思います。 

  ただいま、たくさんいい御意見が出ました。こういうものを含めまして重点検討事項と

いうことで、具体的にとりまとめに入っていただくということで、各ワーキンググループ

で今の議論を十分くみ上げていただくことが必要かと思います。 

  そういうことでお願い申し上げたいと同時に、またこの重点検討事項というのは、当会

議としてまとめるに至っていない段階だというのが現状であるということを御認識いただ

きたいと思います。 

  今後のスケジュール感で申し上げますと、重点検討事項につきましては、この６月に当

会議として決定して、それから各省庁と話し合いをしまして、中間とりまとめということ

で夏にできるだけ固めていくというのが目先のスケジュールでございます。 

  そしてその前にもう一つといたしましては、経済財政諮問会議が骨太方針 2005 というの

を６月にとりまとめるという作業を進めております。お手元の参考資料に、先日の「『基

本方針 2005』の策定に向けて」というものがございますが、この中に「市場化テスト」あ

るいは規制改革というものが、大きな項目として入れていくべきだという提言がなされて

いるわけでございます。 

  当会議の中間とりまとめの前に、骨太方針のとりまとめがまいります。その前に村上大

臣と私が諮問会議に呼ばれまして、当会議がどういうことをやっているのか、何を目指し
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ているのかということについて御報告をしないといけないということがございます。現在、

まだ最終的にこの会議としての重点検討事項はまとまってはおりませんが、お呼び出しが

あった場合は各委員と個別に連絡させていただきまして、どういうことを報告するかとい

うことにつきまして御相談させていただきたいと思っておりますので、よろしくお願い申

し上げたいと思います。 

  当会議の活動も、中間とりまとめに向けまして必要に応じて各省庁等のヒアリング、あ

るいは公開討論、折衝協議と、いろいろな段階があると思いますけれども、早急に進めて

いただく必要がございますので、何分よろしくお願い申し上げたいと思います。 

  それでは、最後になりましたけれども、集中受付月間につきまして、募集要項が先日公

表されました。そして、その取組みがいよいよ始まることになりました。お手元の資料等

に基づきまして、志太委員から御説明をちょうだいしたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

○志太委員 お手元の資料については、後ほど、原企画官から説明していただきますが、私

からは、4 つのポイントについてお話し申し上げます。 

  まず第１に、ただいま宮内議長からお話がありましたように、６月１日から民間要望集

中受付月間が始まります。規制改革・民間開放の動きを、国民に広くＰＲする絶好の機会

ですので、委員の方々にも、ご関心を持って、ご宣伝いただきたく思います。 

  ２番目には、「あじさい月間」に先立ちまして、４月から５月にかけて、全国 13 都市で、

各地のニュービジネス協議会とタイアップしまして、民間主催のキャラバンを開催しまし

た。特区室、規制改革推進室、市場化テスト推進室の参事官、企画官の皆さんを講師に招

き、たいへん盛況でした。東京会場に 450 人、大阪会場に 250 人、全国 13 都市で合わせて

約 1200 人の民間事業者や個人が参加しました。会場での質疑応答を聞きながら、特区、規

制改革に対する国民の関心の高さを感じた次第です。 

  続いて恒例の政府主催の「あじさいキャラバン」が、５月 31 日の秋田市を皮切りに、全

国 21 都市で行われます。これまでは東京、大阪など大都市中心だったんですが、今回は今

まで開催していない地方中核都市を巡り、「あじさい月間」の浸透を図る考えです。八代

委員にキャラバンでのご講演をお願いしています。先生方も時間を取っていただき、キャ

ラバンにご参加いただけますと、たいへん有り難く思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

  ３番目に、既に御了解いただきましたように、要望者の利便性を高める観点から、運営

面でいくつかの見直しを行いました。お手元の資料にありますが、「特区との連携の強化」、

「要望の質の充実」、「規制改革効果の現場、運用レベルまでの徹底」の３点が、今回の

見直しの骨子になっています。 

  ４番目には、今のお話ししました「規制改革効果の現場、運用レベルまでの徹底」の観

点は非常に大事だということです。私どもの民間要望受付・推進ワーキンググループでは、

この問題に力を入れてやっていこうと考えています。昨年 11 月の「もみじ月間」では約 1
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000 件の民間提案がありましたが、このうち各省庁が「現行でも実現可能」と回答したの

が約 200 件もありました。ところが、中央省庁の回答は OK を出しても、地方の現場では規

制がはびこっているケースが見られるようです。こうした弊害を徹底的にチェックし、民

間要望が現場レベルで実現し、改革の成果を挙げたいと考えております。民間要望のフォ

ローアップにつきまして、各ワーキンググループの御協力賜りたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 

  それでは、原さん、資料について、ご説明願います。 

○原企画官  資料３に、今回公表いたしました募集要項の抜粋をお配りしておりますので、

これは後ほど御確認をいただければと思います。 

  また、今、志太委員の方から御紹介がございました、今回の見直しのポイントをまとめ

た資料を、後ろの方でございますが「机上配付・非公表」として「規制改革要望等の集中

受付月間について」ということでお配りをしております。内容につきましては、前回の会

議で御紹介をしたものと重複いたしますし、今の志太委員の御説明で尽きているかと思い

ますので省略をさせていただきます。 

  以上でございます。 

○志太委員  どうもありがとうございました。 

○宮内議長  ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの御報告につきまして、何か御発言・御意見等ございますでしょう

か。特にございませんでしたら、要望の実現に当たりましては、またワーキンググループ

の協力をいただいてまいりますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

  資料にもございますように、現在、特区の有識者会議において、これまでの提案で実現

しなかったものの中から、重点検討事項の絞り込みが行われております。その検討項目の

中には、当会議の検討項目と当然ながら密接に関係する部分もございますので、当会議と

いたしまして、適宜協力をしてまいる必要があろうかと思いますので、その点につきまし

ても御協力をお願い申し上げたいと思います。 

  なお「非公表」という資料が、本日は２つほどございますが、これの取り扱いにつきま

しては、御注意をお願い申し上げたいと思います。 

  それでは、最後でございますが、事務局から何かありましたらお願いいたします。 

○井上参事官  簡潔に２件申し上げます。 

  １件目は、御報告でございまして、資料４でお配りしておりますけれども、政府の「規

制改革・民間開放推進本部」の基本方針、前回、内容を御説明申し上げましたけれども、

その線に沿って各省折衝を終了しまして、５月 11 日に持ち回りで本部決定で基本方針の改

定がされております。その仕上りのものが資料４でございます。 

  もう一件は御相談でございますけれども、従来から御指摘をいただいておりました、こ

の会議の議事録の公表が遅いということで、実は従来３週間～１か月弱かかっておりまし

て、その内容は最初に速記が上がってくるのに１週間ぐらい、その後事務局が直すのに１
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週間ぐらい、その後委員の方に見ていただくのが１週間強、トータル３週間強という形で

ございましたけれども、これをかなり短くしたいと思っておりまして、具体的には速記が

上がってくるのが３日以内、その後すぐに委員、専門委員の方にもお送りをして、１週間

以内で見ていただくと。事務局の方では、速記が上がってきた、その委員の方が見ていた

だく１週間の中の最初の３日以内ぐらいで事務局としてもチェックをさせていただいて、

それもまた送らせていただくという形で、トータル 10 日以内ということで議事録が公表で

きるようにしたいと思っておりますが、これは委員、専門委員の皆様の御協力も必要でご

ざいますので、もしそういうことでよろしければ早速今回からそういう形でやらせていた

だきたいと思います。 

  以上でございます。 

○宮内議長  よろしゅうございますか。それでは、10 日以内でお願いいたします。これは

やはり早い方がいいと思います。 

  それでは、次回の日時が決まっております。６月 13 日、３時半～５時ということでただ

いま調整中でございますので、御予定いただきたいと思います。ワーキンググループから、

さらなる進捗状況の御報告をいただくということを中心に考えておりますが、後日正式に

事務局から御連絡を差し上げます。 

  なお、本日はこれが終わりまして、会議の模様について記者会見を行う予定でございま

す。ちょっと時間がずれてしまいましたけれども、以上をもちまして本日の審議を終わら

せていただきます。 

  ありがとうございました。 
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